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特別支援学校（知的障害）における教科「福祉」に関する研究 

 

重富 弘恵 

 

Ⅰ 問題 

近年の知的障害高等部（本科）の卒業生で、保

育や介護の分野で補助スタッフとして就職してい

る者が増加している（渡辺，2009b）。 

このような状況から、特別支援学校（知的障害）

高等部において、生徒の実態に応じて、社会福祉

に関する内容を指導することが増加しつつあり、

職業教育を充実させる観点から、教科「福祉」が

新設された（文部科学省，2009）。 

教科「福祉」の意義を考えるとき、これまで援

助の対象であった生徒が、援助の担い手となって

援助活動を行うことも注目される点である（渡辺，

2009b）。リースマンのいう「ヘルパー・セラピー

原則」は、「援助をする人が最もよく援助を受ける」

という意味で、福祉のもつ「癒し」の機能であり

（久保・石川，1998）、高橋（1995）は、この原

則は福祉を特徴づけ、価値づける大切な性質であ

るという。 

田中（2004）は、高等学校の専門教科「福祉」

の役割について、福祉教育は他者とのかかわりの

なかで、自分を客観化し、自己の存在意義を見い

だし、生きる喜びを感じることができると述べて

いる。また、渡辺（2009a）は、自己肯定感がも

てずにいた生徒が利用者への援助を行うことで、

自己を肯定的に受け入れ、自信を持つようになっ

たことを紹介している。 

キャリア発達の視点からも、「福祉」（介護）の

学習活動を加えることは、職業的（進路）発達に

かかわる諸能力を育成する点からいって重要な意

義があると同時に、新たな職業教育の展開が期待

できる（渡辺，2009b）。 

教科「福祉」については、先行研究がほとんど

なされておらず、全国的な調査をすることは、今

後、教科「福祉」を進めていく上での指針となる

と考える。 

 

Ⅱ 目的 

 本研究では、特別支援学校（知的障害）高等部

における教科「福祉」の取り組みの現状や課題、

社会福祉関連の事業所への就労状況を調査し、教

科「福祉」のもつ可能性や今後の職業教育のあり

方を検討する。 

Ⅲ 方法 

１ 調査対象と方法 

全国の高等特別支援学校（知的障害）と特別支

援学校（知的障害）高等部から無作為に 295校抽

出し、学部主事を対象とした郵送法による質問紙

調査を行った。調査期間は、2012年 9月 23日～

10月 23日とした。 

２ 質問調査内容 

・教員の属性、学校の属性 

・高等部の教育課程 

・教科「福祉」の学習内容 

・教科「福祉」に関する内容を指導するに当たっ

ての工夫 

・社会福祉関連事業所への就労状況 

・教科「福祉」の学習成果 

Ⅳ 結果と考察 

169 校から回収し、３校が無記入であった。回

収率は、57.3％であった。 

１ 教科「福祉」の実施方法 

 「ほとんど実施していない」との回答が、132

校と 79.5％をしめていた。実施している学校では、

「作業学習として実施している」が 11校で 6.6％、

「実習前など期間限定で実施している」が 6校で

3.6％、「学科として実施している」「コースとして

実施している」がそれぞれ 5校で 3.0％、「その他

特色ある実施方法」が 4校で 2.4％であった（表 1）。 

生徒個々の実態や就労へのニーズに合わせて、

高等部段階での教科「福祉」に関する指導の充実

が望まれる。 
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表 1 教科「福祉」の実施（設置）の方法 

項目 校数 割合（%） 

ほとんど実施していない 132 79.5 

作業学習として実施している 11 6.6 

実習前など期間限定で実施している 6 3.6 

学科として実施している 5 3.0 

コースとして実施している 5 3.0 

その他特色ある実施方法 4 2.4 

未記入 2 1.2 

不明 1 0.6 

合計 166 100.0 

２ 教科「福祉」に関連した教員の資格 

 福祉科の教員免許状を所有している教員がいる

学校は 24.1％、いない学校は 52.4％であった。 

３ 教科「福祉」の学習内容と工夫 

「介護」が 26校、「家事援助」が 16校、「保育」

が 2校であった。工夫としては「社会福祉施設で

介護に関するビデオを借りてきて教材として利用

している。今後、施設の職員と連携を図って授業

を充実させたい」「生徒用の指導書を作成している

途中である」などであった。 

教科「福祉」に取り組んでいる学校は、何とか

既存の施設・設備で対応したり、高等学校と連携

したり、自校の小学部で保育実習をしたりするな

どの工夫がみられた。 

４ 教科「福祉」の授業での問題点や課題 

「『福祉』の専門性のある教員の確保が難しい」

が 87校、「施設・設備を整える場所の確保が難し

い」が 80校、「生徒の実態と合う学習内容を見つ

けるのが難しい」68校などであった。 

５ 社会福祉関連の事業所での現場実習 

 社会福祉関連の事業所の現場実習先は、「なんと

か確保できている」が 93校で 56.0％、「確保でき

ないときがある」が 19校で 11.4％、「ほとんど確

保できていない」が 11 校で 6.6％、「十分確保で

きている」が 10校で 6.0％であった。 

実習先の分野では「介護」分野が 104 校、「家

事援助」分野が 22校、「保育」分野が 16校であ 

った。 

同じような社会福祉分野でもあることから、障

害者への理解もあり、特別支援学校での教育や就

労に向けた取り組みに協力的であると考えること

ができる。 

現場実習での問題点や課題は、「就労先で求めら

れる能力に生徒の実態が合わない」「就労にはつな

がらない」「まわりの理解や人間関係が難しい」「事

故対応が難しい」「支援がない」「施設までの公共

交通機関が無い場合が多い」などがあった。 

６ 社会福祉関連の事業所への就労状況 

 「社会福祉関連の事業所」への就労状況におけ

る全体の就労人数は、平成 19 年度の 61 名から

123名としだいに多くなっていた（図 1）。就労し

た者の職務内容は、掃除、調理補助、洗濯、介護

補助、ベッドメイキング、話し相手、レクリエー

ション補助、送迎バスの補助、外出付き添い、移

乗補助、お茶出し、事務補助、バイタル確認、リ

ハビリ補助、変則勤務、夜勤などがあげられてい

た。 

保育関係の事業所では、保育補助、遊び相手、

教材の作成補助などあった。高齢者施設以外では

医療機関、障害者施設などがあった。 

 就労継続できている理由は、「職場の理解」「ア

フターケアがあったから」「就労先の仕事と本人の

適性」「保護者のサポート」「本人の意欲」などで

あった。就労継続できなかった理由は、「人間関係」

「労働意欲の弱さや低下」「本人の能力が職場の要

求に合っていなかった」「職場の理解が充分ではな 

図 1 社会福祉関連の事業所別の就労人数の内訳 
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表 2 教科「福祉」によって生徒に育まれたと思える力 

（複数回答）n=46 

項目 校数 

思いやりや優しさが見られるようになった 26 

コミュニケーション能力の向上が見られた 25 

周囲への気配りができるようになった 22 

検定への挑戦や資格取得などで自信をつけた 12 

積極的になった 12 

進路選択が主体的にできるようになった 12 

学習や仕事に対する意欲が高まった 11 

将来の見通しがもてるようになった 11 

現場の即戦力となれる知識や技術が身についた 10 

自己理解が深まった 8 

その他 生徒に育まれたと思える力 3 

かった」「家庭のサポートが難しかった」などであ

った。 

本人の指導だけではなく、本人を支える家庭や

他機関との太く緊密なネットワークを築いておく

ことや予防的なアフターケアが非常に重要になる。 

７ 教科「福祉」で育まれたと思える力 

「思いやりや優しさ」「コミュニケーション能力

の向上」「周囲への気配り」「検定への挑戦や資格

取得などで自信」「積極的になった」「進路選択が

主体的にできるようになった」が多かった（表 2）。 

そう感じた理由や場面として具体的にあげられ

ていたのは、「どのような人の役に立つ仕事なのか

を考えたり、理解したりしながら仕事をすること

で、教師から見えない場所でもまじめに責任をも

って仕事をするようになった」「『どうぞ』『ありが

とう』『通らせてください』『失礼します』など、

気持ちの良い言葉が自然に出て来る場面が増えた」

「授業以外や実習時に、『何かやることありますか』

という問いかけが出た時に感じた」「実習先から、

コミュニケーション能力の向上が指摘された」「入

学した頃と比べ、大きな声で会話ができるように

なってきた」などがあった。 

その他では、「スキルの向上」「他者理解」「社会

性」などがあげられた。 

家族や教師、まわりの人々から援助を受けるこ

とが多かった生徒が、他の人の支援に回る役を得

ることによって、自己有能感が増した結果ではな

いかと考える。 

Ⅴ 結論と今後の課題 

 現場実習ができても「福祉」の場での就労はま

だかなり難しいのが実状であるが、補助という仕

事をどこまでできるのか、コミュニケーションに

課題のある生徒が多いが、福祉の場で様々な人々

とかかわるなかで、コミュニケーション能力を伸

ばしている実践も多かった。キャリア発達の視点

からも、教科「福祉」の学習活動を加えることは、

職業的発達にかかわる諸能力を育成する点からい

っても重要な意義がある。 

今後の特別支援学校（知的障害）高等部では、

施設・設備にかかわる予算や専門の教員が不足し

ている状況であっても、従来の専門教科に「福祉」

の教科を加えて、教育課程に位置づけ、3 年間の

職業教育の指導計画を綿密に立案し、様々な工夫

をすることによって、実践を積み重ねていくこと

が重要である。 

今後は学校現場で、思いやりやコミュニケーシ

ョン能力、積極性、主体性を培うことができる教

科「福祉」の実践に取り組んでいきたい。 
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